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1. はじめに―問題の所在―
　「災害時における国際交流の意義（1）―岩手
県の自治体の事例研究―」において、佐藤他
（2013）は、2011 年に岩手県の全市町村を対象に
実施したアンケート調査結果から、「大震災の前
から姉妹（友好）都市提携等により交流をしてい
た自治体の方が、外国の都市からより直接的（紹
介者、仲介者を介さず）で確かな支援を受けるこ
とができた」、という結論を導き出している。また、
災害時における国際交流の意義については、次の
ようにまとめている。
　「災害時における外国、特に姉妹（友好）都市
交流を行っている都市からの思いやりと実効性の
ある支援を通して、市民は国際交流についてこれ
までとは違った意識を持つようになった。すなわ
ち、有形無形の支援を目の当たりにして、国際交
流の意義を洞察し、その意識の層を幾重にも深め
た。ここに新しいグローバル市民の誕生を見るこ
とができる」（佐藤他 2013：128‒129）。
　本稿においては、2011 年に（岩手県と同時に、
そして同じ質問項目で）、宮城県の全自治体を対
象にして実施したアンケート調査結果をもとに、
災害時における国際交流の意義を考察する。論を
展開させるにあたり、必要に応じて岩手県の自治
体のアンケート調査結果を織り交ぜながら、両県
の自治体における海外からの支援状況に関する
現状を対比して提示する。しかし、両県の結果を
単純に比較することはできない。その直接的な理
由は、次の 3 点である。①アンケートの回収率
が異なる（宮城県：74.3％、岩手県：90.3％）、
②姉妹（友好）都市提携率が異なる（宮城県：
57.7％、岩手県：64.3％）、③被害の規模が異な
る（死者について言えば、宮城県は 2011 年 9 月
30 日現在 9,430 人、岩手県は 2011 年 9 月 30 日
現在 4,664 人）。さらに、ここで言及しておかな
ければならないことは、自治体の規模と知名度が
大きく異なることである。宮城県の最大都市は
政令都市の仙台市で、2010 年の国勢調査による
人口は 1,045,986 人であり、国内外での知名度は
高い。それを裏付けるように、今回の被災に対す
災害時における国際交流の意義（2）
― 宮城県の自治体の事例研究 ―
佐藤　智子＊
要　　　旨 　2011 年 3 月 11 日東日本を襲った地震と津波による被災以降、254 の国・地域・国際
機関（2011 年 5 月 2 日現在）から人的、物的支援のみならず、見舞いの手紙など精神
的な支援が日本に寄せられた。これまで長期に渡り外国の特定の都市と交流を続けてき
た自治体にも、相手の都市から義援金・寄付金や千羽鶴等が届けられた。震災から 7カ
月後に宮城県の全ての市町村を対象にして実施したアンケート調査をもとに、海外から
の支援の詳細を明らかにするとともに、支援によって住民の国際交流に関する意識がど
のように変容したかを考察した。先行研究の岩手県と比較した結果、相手都市との関係
の深化や相互扶助精神の確立など共通点が見られた。
キーワード 　東日本大震災、国際交流、支援活動、宮城県の自治体、プリマス町
p127_146_佐藤.indd   127 14/03/22   8:59
－ 128 －
総合政策　第15巻第 2号（2014）
る仙台市への支援は量、質ともに瞠目すべきもの
がある。一方、岩手県の最大都市は中核都市の盛
岡市で、2010 年の国勢調査による人口は 298,348
人である。このように、仙台市は両県の自治体に
おいて、やや例外的な位置にあることを認識しな
がら、両県の比較を細心の注意を払って行うこと
とする。
2. 先行研究
　佐藤他（2013）は岩手県の自治体を対象にした
論文で指摘したが、阪神・淡路大震災時における
ように、「災害時における国際協力に関する基礎
資料は整備されている。しかし、これらの資料を
駆使した分析や考察などはほとんど行われていな
い。こういう外国からの支援が住民に及ぼした影
響についての研究は、皆無と言っても正鵠を失
することにはならないであろう」（佐藤他 2013： 
116）。
　宮城県の自治体における姉妹（友好）都市交流
については、これまで一度も本格的な学術研究が
行われてこなかった1）。個々の市町村を対象とし
た事例研究の先例も皆無である。従って、本研究
を通して、初めて宮城県の自治体の国際交流に関
して新しい知見が得られる。
3.  災害時における国際交流の意義に関する
アンケート調査の概要と結果
3.1 アンケート調査実施の方法
　宮城県の全自治体（35 市町村）に調査票を郵
送し、郵送により返送を依頼した。アンケート調
査の概要は、以下の通りである。
調査票郵送：2011 年 10 月 19 日
調査票回収：2011 年 10 月 20 日～11 月 30 日
調査票回収率：74.3％（26 自治体から回答）
3.2 アンケート調査の結果
1 ） 外国の特定の都市との交流実績について
問 1  現在、外国の特定の都市と交流を行ってい
ますか。
a.　行っている 15 件（57.7％）
b.　行っていない 11 件（42.3％）
　約 6割の自治体が、外国の特定の都市と交流を
行っている。市町村別の外国人登録者数（宮城県
経済商工観光部調べ、2007 年 12 月現在）の統計2）
によると、最多の 10,066 人（仙台市）から最少
の 12 人（七ヶ宿町）まで、宮城県の全自治体に
外国人が住んでいるので、内なる国際化も進んで
いる。
問 2  外国の特定の都市との交流形態はどのよう
なものですか。
（15 自治体のうち、複数の都市と交流を行っ
ている事例もあり、総計は 26 件である。）
a.　姉妹（友好）都市交流 20 件（76.9％）
b.　その他 6 件（23.1％）
　交流形態は、26 事例の内、圧倒的な数の 20 事
例が姉妹（友好）都市交流である。「その他」と
回答したのは 6事例で 23.1％である。岩手県の
自治体においても、「姉妹（友好）都市交流」と「そ
の他」が、宮城県のそれと全く同じ割合を示して
いる。
（問 3と問 4は、「姉妹（友好）都市交流」と「そ
の他」として、表 1と表 2にまとめる。宮城県の
自治体は海外の 36 都市と姉妹（友好）都市提携
を結び、また5都市と国際交流活動を行っている。
アンケート調査に回答した自治体だけでは、両方
を合わせて半分強の 26 事例しか見えてこないの
で、全体像を把握するために、自治体のホームペー
ジなど他の資料も駆使して全ての事例を網羅する
ことにする。）
問 3 交流先の国名　　　　　　　　　　　　　
交流先の市町村名　　　　　　　　　　　
（英語表記）　　　　　　　　　　　　　　
交流開始年月日　　　年　　　月　　　日
問 4 交流のきっかけを教えてください。
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市町村名
（旧市町村名）
相手国・都市名
締結年
月　日
提携の経緯等
1 仙台市 アメリカ
カリフォルニア州
リバーサイド市
1957 年
3 月 9 日
1951 年 5 月の「母の日」に、大学婦人協会仙台支部
の有志が、在仙米陸軍病院に入院中の将兵に、花束を
届けたことがリバーサイド市に伝わり、「東北大学女
子学生のための奨学制度」設立になり、これらが契機
となり姉妹都市提携を結ぶに至った。
2 仙台市 フランス
レンヌ市
1967 年
9 月 6 日
1963 年来仙した駐日フランス大使から、レンヌ市が、
古い歴史や行政の中心であることなど共通点が多い仙
台市と姉妹都市提携を希望していることが伝えられ、
文書や資料の交換により理解を深め、提携を結んだ。
3 石巻市 イタリア
ラツィオ州
チビタベッキア市
1971 年
10 月 12 日
チビタベッキア市は、支倉常長がイタリアにおいて第
一歩を印した土地であり、歴史的に深い関連があるの
で提携を結んだ。
4 岩沼市 アメリカ
カリフォルニア州
ナパ市
1973 年
2 月 15 日
岩沼市とナパ市には、航空会社の運行乗員訓練所があ
り、ナパ訓練所長から、ナパ市長の姉妹都市提携を結
びたいという要望が伝えられた。
5 仙台市 ベラルーシ
ミンスク市
1973 年
4 月 6 日
1962 年ソ日協会事務局長が来仙の際、仙台日ソ協会
との間で姉妹都市提携が話題となり、ミンスク市が推
薦された。
6 仙台市 メキシコ
アカプルコ市
1973 年
10 月 23 日
1614 年支倉常長率いる慶長遣欧使節団が、太平洋を
横断し初めて上陸したのがアカプルコであることが縁
である。1973 年駐日メキシコ大使来仙の際に、アカ
プルコ市との姉妹都市提携の希望を伝え、外務省の協
力もあり提携に至った。
7 気仙沼市 コスタリカ
プンタレーナス市
1978 年
5 月 22 日
1977 年コスタリカの技術者が気仙沼市漁港の関連施
設を視察したことがきっかけとなり、提携の調印と
なった。
8 名取市 ブラジル
グアララッペス市
1979 年
5 月 31 日
グアララッペス市には名取市出身の移住者が多く、友
好関係が深かったことがきっかけとなり、同市日伯文
化協会の橋渡しで、提携を結んだ。
9 松島町 仏領ニューカレド
ニア
イル・デ・パン島
1980 年
9 月 4 日
宮城県出身の愛知揆一蔵相から、イル・デ・パン島（松
の島）という松島町の風景とよく似た所を紹介され、
姉妹都市提携を結んだ。
10 利府町 仏領ニューカレド
ニア
リフー島
1980 年
9 月 5 日
宮城県出身の愛知揆一蔵相から、名前が酷似している
リフー島との姉妹都市の打診があり、ニューカレドニ
ア親善協会を仲立ちに提携を締結した。
11 仙台市 中国
吉林省
長春市
1980 年
10 月 27 日
長春市は中国東北地方の中心都市であり、また学都で
もあるなど、仙台市と似かよった点があるということ
で、仙台市中日友好協会会長に提携の話がなされ、締
結に至った。
表 1　宮城県の自治体の姉妹（友好）都市提携状況（1957～2011 年） 締結年順
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市町村名
（旧市町村名）
相手国・都市名
締結年
月　日
提携の経緯等
12 柴田町 ブラジル
パラナ州
アシス・シャトブ
リアン市
1981 年
4 月 13 日
アシス・シャトブリアン市長の父君が柴田町の出身で
あったことから、姉妹都市提携の要望が出され、小学
校の相互交流を経て、提携を結んだ。
13 石巻市 中国
浙江省
温州市
1984 年
10 月 23 日
1979 年から浙江省と友好を深めてきたが、1984 年同
省から、港町である温州市を紹介された。
14 登米市
（東和町）
カナダ
ブリティッシュコ
ロンビア州
バーノン市
1986 年
8 月 22 日
バーノン市には東和町出身の移住者が多く、友好関係
が深かったので、提携を結んだ。
15 村田町 イギリス
フリントシャー県
バックリー市
1989 年
4 月 21 日
両市共通の誘致企業の橋渡しにより交流を開始し、相
互理解を深めて、提携調印を行った。バックリー市は
1996 年の合併によりフリントシャー県となった。村
田町には近隣の蔵王町と川崎町が加わり、3町で青少
年相互交流を行っている。
16 丸森町 アメリカ
カリフォルニア州
ヘメット市
1990 年
5 月 12 日
1987 年海外研修で丸森町の青年たちがヘメット市を
視察したことが縁となり、同市と交流を続けた。同市
長が 1989 年に丸森町を訪問した際、姉妹都市の話が
持ち上がり、締結に至った。
17 角田市 アメリカ
インディアナ州
グリーンフィールド市
1990 年
9 月 12 日
1988 年に角田市の 3企業が、グリーンフィールド市
に合弁会社を設立した縁で、両市の交流が深まり、提
携を締結した。
18 七ヶ浜町 アメリカ
マサチューセッツ
州
プリマス町
1990 年
10 月 3 日
1989 年に、プリマス町の開村 100 周年、及び七ヶ浜
町にある外国人避暑地の開村 100 周年を記念して、歴
史、産業、地勢、人口等が類似するプリマス町に調査
団を派遣した。プリマス町も日本の都市との交流を望
んでおり、翌年姉妹都市提携を締結した。
19 大崎市
（古川市）
アメリカ
オハイオ州
ミドルタウン市
1990 年
10 月 18 日
1982 年にオハイオ州の親善合唱団が古川市でホーム
ステイしたのが縁となり、市民同士の交流後、姉妹都
市関係を結んだ。
20 柴田町 中国
江蘇省
丹陽市
1994 年
2 月 23 日
1983 年から柴田町日中友好協会が鎮江市と交流を深
めてきたが、同市から 1988 年丹陽市を紹介され、ス
ポーツなどを通して相互往来を重ねた後、提携を調印
した。
21 大崎市
（鹿島台町）
中国
河南省
鄭州市金水区
1994 年
7 月 19 日
水害との戦い、米作中心の産業など、歴史、産業、風
土が似ていることから友好都市提携を結んだ。
22 白石市 オーストラリア
ニューサウスウェー
ルズ州
ハーストビル市
1994 年
10 月 23 日
オーストラリアの都市と姉妹都市提携を模索していた
時に、1993 年白石市長らがハーストビル市を訪問し
たことが契機となり、翌年提携を結んだ。
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市町村名
（旧市町村名）
相手国・都市名
締結年
月　日
提携の経緯等
23 美里町
（南郷町）
中国
山東省
濟南市長清区
1996 年
4 月 12 日
東北大学の留学生とホームステイ等を通して交流して
きたが、中国に帰国した留学生から、南郷町との友好
交流の気運が盛り上がり、提携を結んだ。
24 仙台市 アメリカ
テキサス州
ダラス市
1997 年
8 月 29 日
1992 年ダラス市長が来仙し、文化・教育・産業の分
野における交流を希望していることを表明した。その
後、青少年や市民の相互交流等を約 5年間行い、提携
を締結した。
25 気仙沼市 中国
浙江省
舟山市
1997 年
10 月 8 日
江戸時代、気仙沼の廻船が舟山群島に漂着した際、手
厚い保護を受けたという史実を基に、1980 年代中葉
から相互往来が行われるようになった。交流の深まり
をみた 1997 年に、提携を結んだ。
26 大崎市
（三本木町）
アメリカ
ジョージア州
ダブリン市
1998 年
5 月 29 日
三本木町とダブリン市に同じ系列の工場がある縁で、
ダブリン市長が三本木町を訪問した。三本木町長も返
礼訪問し、姉妹都市提携に至った。
27 涌谷町 アメリカ
カリフォルニア州
サリナス市
1998 年
8 月 25 日
涌谷町は 1989 年からサリナス市で、産業後継者の研
修を行っている。研修、中学生のホームステイ等を
10 年間行った後に、提携を結んだ。
28 南三陸町
（歌津町）
イタリア
ロンバルディア州
ベザーノ町
1999 年
11 月 7 日
1995 年から中学生の海外研修をベザーノ町で行って
いるが、両町は共に魚竜化石を産する。交流をさらに
発展させるために、歌津町の町制施行 40 周年に合わ
せて、提携を締結した。
29 美里町
（小牛田町）
アメリカ
ミネソタ州
ウィノナ市
2001 年
9 月 29 日
中学生の海外研修派遣先であるウィノナ市と交流を続
けてきたが、市制 150 周年にあたる 2001 年に、同市
から提携希望があった。
30 仙台市 韓国
光州広域市
2002 年
4 月 20 日
1992 年光州市長より、姉妹都市提携を希望する書簡
が送られてきたことに端を発する。2000 年に友好促
進協定を締結した後、2002 年に姉妹都市提携に調印
した。
31 気仙沼市
（本吉町）
中国
吉林省
吉林市昌邑区
2002 年
8 月 30 日
1996 年本吉町日中友好協会設立以来、民間交流が行
われ、吉林市から昌邑区との提携を勧められた。2001
年同協会の寄付により小学校が設立され、友好交流の
機が熟し、提携を締結した。
32 涌谷町 デンマーク
西シェラン県
ソロー市
2003 年
4 月 23 日
高齢者福祉施策を視察するため、1999 年、2000 年、
2003 年の 3 回、町の関係者がソロー市を訪問した。
2003 年にソロー市の市長等を、涌谷町の高齢者福祉
複合施設開所式に招致し、議定書に調印した。
33 岩沼市 アメリカ
デラウェア州
ドーバー市
2003 年
11 月 17 日
2000 年に岩沼市の中高生をドーバー市に派遣したこ
とがきっかけとなり、相互交流の後、提携を締結した。
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市町村名
（旧市町村名）
相手国・都市名
締結年
月　日
提携の経緯等
34 登米市
（南方町）
中国
江蘇省
無錫市恵山区
2004 年
9 月 9 日
1985 年に南方町の農協青年部員が無錫県を訪問した
ことに始まり、その後農業・経済等の分野でも中国と
相互交流を行ってきた。2004 年に南方町制施行 40 周
年及び中国友好交流 20 周年を記念して、友好関係議
定書を調印した。
35 登米市
（登米町）
アメリカ
テキサス州
サウスレイク市
2004 年
9 月 19 日
1991 年に民間レベルで、サウスレイク市と友好確認
書を締結したが、2003 年登米町国際交流協会から行
政レベルでの姉妹都市締結の要望が提出され、2004
年提携を結んだ。
36 仙台市 台湾
台南市
2006 年
1 月 20 日
七夕を通じた市民交流の高まりを契機としたものであ
る。2006 年に観光、経済、産業、福祉、文化、スポー
ツの6分野において、交流を促進する協定を締結した。
表 2　宮城県の自治体の国際交流状況（姉妹（友好）都市を除く）（1995～2011 年） 交流開始年順
問 5  これまでの交流活動の内容を教えてくださ
い。（複数回答）
a. 青少年派遣　　23
b. 青少年受入　　19
c. 市町民派遣　　16
d. 市町民受入　　16
e. 首長訪問　　　18
f. 首長受入　　　15
市町村名
（旧市町村名）
相手国・都市名
交　流
開始年
交流開始の経緯等
1 名取市 オーストラリア
ビクトリア州
モナッシュ市
1995 年 「名取市ふるさと創生事業」の一環である、国際交流
事業を実施するために設立された国際交流実行委員会
の委員から推薦された。
2 女川町 カナダ
ブリティッシュコ
ロンビア州
ネルソン市
1996 年 第二次世界大戦時、女川湾で戦死した大尉の出身地が、
ネルソン市であるという縁である。女川町崎山公園に、
大尉の像を建立した。
3 名取市 カナダ
ブリティッシュコ
ロンビア州
スーク市
2000 年 「名取市ふるさと創生事業」の一環である、国際交流
事業を実施するに当たり設立された国際交流実行委員
会の委員から推薦された。
4 仙台市 フィンランド
オウル州
オウル市
2005 年 仙台フィンランド健康福祉センタープロジェクトを契
機としたものである。両地域の産業振興を図り、また、
産業クラスター政策について情報交換を行う目的で、
「産業振興に関する協定」を締結した。
5 栗原市 スウェーデン
エステハンマル市
2011 年 栗原市内にある民間企業の本社工場がスウェーデンに
あり、現地の学生のインターンシップを受け入れたこ
とがきっかけである。
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g. 市町職員派遣（6カ月以上） 3
h. 市町職員受入（6カ月以上） 2
i. スポーツ団の派遣 7
j. スポーツ団の受入 11
k. 教育関係者の派遣 6
l. 教育関係者の受入 7
m. その他 5
　問 3、問 4、問 5 の回答から、宮城県の自治体
における姉妹（友好）都市交流の特徴として、次
の 3点を指摘することができる。
①提携の経緯と提携先
　表 1を一瞥して最初に気付くことは、仙台市が
海外の 8都市と姉妹（友好）都市提携を結び、他
の市町村を凌駕していることである。人的、経済
的資源（社会資本）の豊かな自治体ゆえに可能な
ことであり、他の自治体の提携先は、最大 3都市
止まりである。8都市は宮城県の自治体の中で突
出している。ちなみに、岩手県の自治体で最多の
提携先は、金ケ崎町の 3都市である。
　姉妹（友好）都市提携に至った経緯を見てみる
と、宮城県の自治体では相手側からの申し出が目
立つ。その他には、類似性（地理的、行政的、産
業的、文化的等）、歴史的な邂逅、企業の現地合
弁会社、出身者の移住地、青少年海外研修派遣地
などが挙げられる。姉妹（友好）都市提携を締結
した都市の国は、アメリカ 12 件が最多で、その
後に中国 8件が続く。その他に 2件のイタリア、
ブラジル、仏領ニューカレドニアが続く。岩手県
の自治体の提携先にはないメキシコやブラジル等
が現出し、宮城県の自治体の歴史的な特徴を垣間
見せている。例えば、1613 年仙台藩主伊達政宗
の命を受けてスペインとローマに向かった支倉常
長を大使とする慶長遣欧使節団が、最初にスペイ
ン領メキシコに上陸した。また、19 世紀末から
20 世紀中葉にかけて、宮城県の多くの住民がブ
ラジルに移住した3）。このように、提携先の多様
性は、アフリカを除いた世界の全地域の都市と交
流を行っているところに表れている。
②姉妹（友好）都市提携締結年
　全国の自治体における姉妹（友好）都市提携締
結年は、1980 年代後半から 1990 年代前半にピー
クを迎える（佐藤 2009：24-26）。宮城県の自治体
もその傾向を見せている（1990 年 4 件と 1994 年
3 件）が、すでに 1970 年代前半から 1980 年にひ
とつの山（1973 年 3 件と 1980 年 3 件）が現れて
おり、全国的な流れを先取りする現象が見られる
（図 1）。さらに全国的なピークが過ぎた後にも、
姉妹（友好）都市提携が断続的に行われている
（1996年～2006年の間に14件）。すなわち、姉妹（友
好）都市交流に関してはブームに流されない自治
体独自の政策が反映していると言える。宮城県で
最古の事例である仙台市とアメリカ・カリフォル
ニア州リバーサイド市は、1957 年の締結から半
世紀以上経過しているが、現在でも活発な交流を
持続させている。
③交流活動の内容と参加者
　交流活動の内容は、青少年派遣（23 事例）を
最多とし、青少年受入（19 事例）、首長訪問（18
事例）、市町民派遣（16 事例）、市町民受入（16
事例）、首長受入（15事例）と続いている。姉妹（友
好）都市提携先としてアメリカが最多であったこ
とが物語るように、異文化理解と英語習得を目的
として、自治体主催の中高生海外研修が盛んに行
われている。行政の長の相互訪問も姉妹（友好）
都市締結 10 周年など節目に行われている。市町
職員の派遣・受入、スポーツ団の派遣・受入、教
育関係者の派遣・受入の項目のいずれも該当が無
いという自治体は皆無なので、多方面に渡る相互
交流が継続されている。活動内容と参加者に関し
ては、岩手県の自治体との間に差異はない。岩手
県の自治体においても、青少年の派遣・受入が最
多で、相互交流が行われている。
2 ） 過去に実施した災害時の支援について
問 6  過去に相手の都市において災害がありまし
たか。
（過去 20 年間の範囲でお答えください。）
a. あった 7
b. なかった 17
c. 3･11 の震災で記録文書が紛失したため
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把握できない 0
d. 記録に残していないため把握できない
  2
問 7  過去に相手の都市が被災した時、支援を行
いましたか。
（過去 20 年間の範囲でお答えください。）
a. 行った 7
b. 行わなかった 0
c. 3･11 の震災で記録文書が紛失したため
 把握できない 0
d. 記録に残していないため把握できない
  2
　20 世紀は災害の世紀と称されることもある。
竜巻、台風、豪雨などの異常気象を始め大規模な
地震などが世界各地で発生している。宮城県の自
治体の姉妹（友好）都市交流先の被災例は 7件で
ある。
　災害に見舞われた相手先（7事例）に、全ての
自治体が支援を行った（7事例）。これまでの密
な交流の証左である。
（問 8と問 9は、表 3にまとめる。）
問 8  相手の都市の被災の年と災害の内容を、教
えてください。
　　　　年（災害の内容）　　　　　　　　　　 
問 9  どのような支援を行いましたか。（複数回
答）
a. 公式にお見舞いの手紙・メールを送った
  5
b. 寄書きを送った 0
c. 義援金・寄付金を送った 4
d. 物資を送った 1
e. お見舞いに訪れた 1
f. その他 1
　相手の都市の災害は、豪雨（2事例）、ハリケー
ン・台風（2事例）、地震（1事例）、猛暑（1事例）、
原発事故（1事例）である。被災した相手の都市
への支援内容は、公式に見舞いの手紙・メールを
送った（5事例）、義援金・寄付金を送った（4事
例）、物資を送った（1事例）、見舞いに訪れた（1
事例）、そして、その他（1事例）である。義援
図 1　宮城県の自治体における姉妹都市提携件数の推移
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金等は、公費（100 万円）と市民の募金（約 989
万円）を合わせて、1,000 万円以上になった都市
もある。この金額は、自治体の規模の大きさもさ
ることながら、市民の姉妹（友好）都市相手先に
寄せる関心の高さを示すものである。
　問 10 と関連するので少し先取りするが、これ
まで何らかの支援を行った 7事例のうち、今回の
大震災において、相手の都市から支援が送られて
きた例は 7件である。1件の例外もなく全ての都
市から支援が送られてきたことは、緊急事態に
陥った相手先を助ける相互扶助が、両市において
確立されている証拠である。
3 ） 3･11 大震災の支援について
①交流している外国の都市からの支援
（問 10 と問 11 は、表 4にまとめる。）
問 10  2011年 3月 11日の東日本大震災に際して、
交流している外国の特定の都市から支援が
ありましたか。
a. あった　　11 自治体（22 事例、84.6％）
b. なかった 　4 自治体（4事例、15.4％）
　外国の特定の都市と交流を行っている 26 事例
の内、今回何らかの支援があったのは 22 事例
（84.6％）、支援がなかったのは 4事例（15.4％）
である。自治体の被災の大小に関わらず、8割以
上の外国の都市から支援が届いたという事実は、
これまでの両市の密度の濃い関係を物語る。支援
がなかった 4事例のうち、問 2の交流形態をみる
と、「姉妹（友好）都市交流」と「その他」が各
2事例で、交流の形態そのものに差はない。姉妹
（友好）都市提携の締結年と交流開始年をみると、
1980 年、1998 年、2010 年、2011 年となり、1980
年4）を除くと比較的新しい年号が並んでいる。交
流の「成長発展期」5）に入るまで、まだ数年を要
する。
問 11  どのような支援がありましたか。（複数回
答）
a.  公式にお見舞いの手紙・メールが届いた
  14
b. 寄書きが届いた 10
c. 義援金・寄付金が届いた 18
d. 物資が届いた 2
e. 代表者が見舞いに訪れた 6
f. ホームステイ受入の申し出があった
  2
g. その他 4
　支援の中で最も多いのが、「義援金・寄付金が
届いた」の 18 件である。ほとんど全てを失った
被害者にとって経済的な支援が最良の援助であろ
うと、交流先の住民が考えるのは首肯できる。住
民が一生懸命募金活動を展開したであろうことは
想像に難くなく、その額が約 1億円に上った自治
体もある。経済的な支援のみならず、精神的な支
援も多く寄せられ、「公式に見舞いの手紙・メー
ルが届き」（14件）、また「寄書きも届いた」（10件）。
岩手県の事例（1件）と比較して顕著なのは、「代
表者が見舞いに訪れた」が 6件あったことである。
見舞いに訪れた国は、アメリカ（2都市）、カナダ、
フランス、韓国、台湾であり、距離が阻害要因に
はなっていない。訪問地は仙台市が 5件と女川町
が 1件であり、比較的被害の大きかった自治体に
交流先の代表者が訪問した。直接その惨状を見る
ことは、正しい現状把握につながり、今後の支援
内容を精査することができる。「その他」としては、
専門的な技術・技能を要する捜索救助隊の派遣な
どが挙げられる。
②交流のない外国の都市からの支援
（問 12 と問 13 は、表 5にまとめる。）
問 12  2011年 3月 11日の東日本大震災に際して、
交流のない都市・地域から支援がありまし
たか。
a. あった　　11 自治体（39 事例）
b. なかった　15 自治体
　アンケートに回答した 26 自治体のうち、交流
のない都市・地域から支援が「あった」自治体は
11件（42.3％）、「なかった」自治体は15件（57.7％）
である。支援が「なかった」自治体が少し多い。
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表 3　国際交流の相手先における被災と支援 災害発生年順
表 4　国際交流の相手先からの支援
自治体 相手の都市 災害年 災害 支援内容
1 仙台市 ミンスク市 1986 年 チェルノブイリ原発事故
（隣国ウクライナで発生）
・ 物資を送った（高度医療機器、
医療消耗品）
・見舞いに訪れた
・医療研修生の受入
2 石巻市 温州市 1994 年 台風 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
3 仙台市 長春市 1995 年 記録的な豪雨 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
4 仙台市 アカプルコ市 1997 年 ハリケーン ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
5 仙台市 ダラス市 1997 年 猛暑 ・公式な見舞いの手紙・メール
6 美里町 ウィノナ市 2007 年 豪雨による浸水被害 ・義援金・寄付金
7 仙台市 台南市 2010 年 台湾南部でマグニチュード
6.4 の地震
・公式な見舞いの手紙・メール
自治体 相手の都市 支援内容
1 仙台市 リバーサイド市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・寄書き　・義援金・寄付金　・見舞いの訪問
2 仙台市 レンヌ市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・寄書き　・義援金・寄付金　・見舞いの訪問
3 仙台市 ミンスク市 ・公式な見舞いの手紙・メール　・青少年の受入
4 仙台市 アカプルコ市 ・公式な見舞いの手紙・メール
5 仙台市 長春市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
・物資（水 10 トン）
6 仙台市 ダラス市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・寄書き　・義援金・寄付金　・見舞いの訪問
7 仙台市 光州広域市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
・物資（カップラーメン、水、衛生用品等）
・見舞いの訪問　・ホームステイ受入の申し出
8 仙台市 台南市 ・寄書き　・義援金・寄付金　・見舞いの訪問
・ホームステイ受入の申し出
・その他（捜索救助隊）
9 仙台市 オウル市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金　
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表 5　交流のない都市・地域からの支援
自治体 相手の都市 支援内容
10 石巻市 温州市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・物資（食品、ベビーフード、オムツ）
11 石巻市 チビタベッキア市 ・公式な見舞いの手紙・メール　・義援金・寄付金　
12 気仙沼市 舟山市 ・公式な見舞いの手紙・メール　・義援金・寄付金　
13 白石市 ハーストビル市 ・その他（市民からのメール）
14 名取市 スーク市 ・寄書き　・義援金・寄付金　
15 名取市 モナッシュ市 ・寄書き　・義援金・寄付金　
16 角田市 グリーンフィールド市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金　・その他（応援絵画）　
17 岩沼市 ナパ市 ・寄書き　・義援金・寄付金　　
18 大崎市 ミドルタウン市 ・寄書き
19 丸森町 ヘメット市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・寄書き　・義援金・寄付金
20 七ヶ浜町 プリマス町 ・義援金・寄付金　
21 美里町 ウィノナ市 ・公式な見舞いの手紙・メール
・寄書き　・義援金・寄付金
22 女川町 ネルソン市 ・義援金・寄付金　・見舞いの訪問
自治体 支援の国・都市 支援ルート 支援内容
1 仙台市 浦項市
（韓国）
・ 市と関係のある団体・企業・個人
を介して
・公式な見舞いの手紙・メール
2 大邱広域市
（韓国）
・ 市と関係のある団体・企業・個人
を介して
・公式な見舞いの手紙・メール
3 リヨン市
（フランス）
・ 市と関係のある団体・企業・個人
を介して
・公式な見舞いの手紙・メール
4 ベルージャ市
（イタリア）
・ 市と関係のある団体・企業・個人
を介して
・公式な見舞いの手紙・メール
5 カラヨキ市、
エスポー市
（フィンランド）
・ 市と関係のある団体・企業・個人
を介して
・その他
　（鯉のぼり、折り紙）
6 アヴェロン県
（フランス）
・ 市と関係のある団体・企業・個人
を介して
・公式な見舞いの手紙・メール
7 ナンシー市
（フランス）
・他の自治体等より紹介を受けて ・義援金・寄付金
8 フランクフルト市
（ドイツ）
・他の自治体等より紹介を受けて ・物資（マスク、カップラーメン）
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自治体 支援の国・都市 支援ルート 支援内容
9 カレー市
（フランス）
・全く知らないところから突然 ・義援金・寄付金
10 ベルージャ市
（イタリア）
・全く知らないところから突然 ・義援金・寄付金
11 オイノウッサイ島
（ギリシャ）
・全く知らないところから突然 ・公式な見舞いの手紙・メール
12 メキシコシティ市
（メキシコ）
・その他
　（外務省中米カリブ課を通して）
・公式な見舞いの手紙・メール
13 石巻市 韓国 ・全く知らないところから突然 ・寄書き
14 中国 ・全く知らないところから突然 ・寄書き
15 タイ ・全く知らないところから突然 ・物資（懐中電灯 500 個）
16 アメリカ ・全く知らないところから突然 ・寄書き
17 イタリア ・全く知らないところから突然 ・寄書き
18 ベルギー ・全く知らないところから突然 ・寄書き
19 塩佂市 ドイツ ・ 市と関係のある団体・企業・個人
を介して
・義援金・寄付金
20 アメリカ ・全く知らないところから突然 ・物資（船、漁具、発電機、眼鏡）
21 韓国 ・全く知らないところから突然 ・物資（防寒具、カッパ、長靴）
22 気仙沼市 ポーランド ・その他
　（以前市の団体と交流があった団
　体から）
・義援金・寄付金
・ホームステイの申し出
・その他（折り鶴、楽譜）
23 インドネシア ・その他（大使館を介して） ・義援金・寄付金
・その他（全小学校へ民族楽器）
24 名取市 ドナウエッシンゲ
ン市（ドイツ）
・他の自治体等より紹介を受けて ・義援金・寄付金
25 多賀城市 グリーンキャッス
ル市（アメリカ）
・他の自治体等より紹介を受けて ・寄書き　・義援金・寄付金
・その他（千羽鶴）
26 ウィーン市ヘルナ
ルス区（オースト
リア）
・他の自治体等より紹介を受けて ・義援金・寄付金
27 韓国 ・その他（宮城県を介して） ・ 物資（洗濯機・乾燥機各 6台、
韓国海苔 500 缶）
・その他（大統領訪問）
28 彰化県（台湾） ・その他（宮城県を介して） ・物資（果物）
・その他（首長慰問）
29 岩沼市 ニューヨーク州
（アメリカ）
・市出身の海外在住日本人を介して ・義援金・寄付金
30 マレーシア ・全く知らないところから突然 ・物資（非常用食品詰合せ他）
31 栗原市 イスラエル ・ 市と関係のある団体・企業・個人
を介して
・ その他（災害時の相互支援を
実施している南三陸町への医
療チームの活動支援）
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自治体 支援の国・都市 支援ルート 支援内容
32 マールボロウ市
（アメリカ）
・他の自治体等より紹介を受けて
（国内の友好都市である東京都あ
きる野市の国際姉妹都市から）
・公式な見舞いの手紙・メール
・義援金・寄付金
33 丸森町 カサマ市
（ザンビア）
・ 市と関係のある団体・企業・個人
を介して
・義援金・寄付金
34 亘理町 マレーシア ・その他（宮城県を介して） ・物資（カップラーメン他）
35 女川町 リッチモンド市
（カナダ）
・他の自治体等より紹介を受けて
　（和歌山市役所を介して）
・物資（小中学校への備品）
36 インド ・全く知らないところから突然 ・その他（人命捜索活動）
37 メキシコ ・全く知らないところから突然 ・その他（人命捜索活動）
38 アメリカ ・その他
　（アメリカ海軍関係者を介して）
・その他（ボランティア活動等）
39 台湾 ・その他（宗教関連の基金会） ・義援金・寄付金
※ 仙台市は、付記として次のように説明している。「姉妹・友好都市を含め海外に住んでいる日本人・外国人（個人・
団体・学校などを含む）、日本にある大使館や団体からも、寄付金や義援金、メッセージなどを多数頂戴したり、ホー
ムステイなどについての申し出があった。また、各国要人や各国大使が来仙し、支援を申し出た。」
※石巻市は、寄書きを送った国として、5カ国を明記した後に「など」と加えている。
※ 女川町は、上記 5事例のほかに、詳細な回答はなかったが、オランダ、サウジアラビア、フランスから支援があっ
たと回答している。
問 13 ①どの都市・地域から支援がありましたか。
（都市が特定できない回答が散見されるので、
国別にまとめる。）
a. アメリカ  6
b. 韓国  4
c. フランス  4
d. イタリア  3
e. ドイツ  3
f. メキシコ  2
g. 台湾  2
h. マレーシア  2
i. フィンランド 1
j. ベルギー  1
k. オーストリア 1
l. ポーランド  1
m. ギリシャ  1
n. カナダ  1
o. イスラエル  1
p. ザンビア  1
q. インド  1
r. タイ  1
s. インドネシア 1
t. 中国  1
　支援の国としては、アメリカ（6件）、韓国（4
件）、フランス（4件）、イタリア（3件）、ドイツ（3
件）が目立つが、その数は20カ国に及ぶ。しかし、
石巻市は寄書きを送った国として 5カ国を列記し
た後に「など」と加えている。女川町は詳細な回
答以外に、オランダ、サウジアラビア、フランス
も支援国として挙げている。また仙台市も詳細な
回答以外に、国名は挙げていないが、「多数の国々
から支援を頂戴した」と記載している。支援国は
ほぼ全世界を網羅し、その広域化が顕著であると
言える。
問 13  ②どのようなルートで支援が届きましたか。
a.  貴市町村出身の海外在住日本人を介して
  1
b. 貴市町村と交流のある外国人や外国の団
 体を介して 0
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c.  貴市町村と関係のある団体・企業・個人
 を介して 9
d. 他の自治体等より紹介を受けて 7
e.  全く知らないところから突然支援があっ
 た 14
f. その他 8
　支援のルートは、「全く知らないところから突
然支援があった」が 14 件で最多である。高度な
IT技術が普及した現代において、世界中のニュー
スをほぼリアルタイムで入手することが可能であ
ることを考えると、この結果は驚くに値しない。
「その他」のルートとして、宮城県や各国の大使
館が挙げられる。「他の自治体等より紹介を受け
て」のルートとして、日本国内の姉妹（友好）都
市を挙げている自治体が多かった。国内外の 2都
市が連携して被災都市を支援するという、姉妹（友
好）都市の新しい展開を垣間見ることができる。
問 13 ③どのような支援が届きましたか。
a.  公式にお見舞いの手紙・メールが届いた
  8
b. 寄書きが届いた 8
c. 義援金・支援金が届いた 11
d. 物資が届いた 10
e.  ホームステイ受入の申し出があった
  1
f. その他 10
　「義援金・支援金が届いた」が 11 件で最も多い
が、その額は億単位の国や団体も散見される。「そ
の他」の内訳は、大統領訪問、人命捜索活動、学校
への民族楽器や備品の提供、折り紙など多岐にわ
たる。届いた物資も、洗濯機、懐中電灯、防寒具
から食品までまさにライフラインそのものである。
4 ） 災害時における国際交流の意義
問 14  被災した時、外国の都市からの支援は、住
民にとってどのような意義を持ちました
か。（複数回答）
a. 住民にとって大きな励ましとなった 12
b. 住民の生活の助けになった 11
c. 相手の都市との関係が深まった 9
d.  住民が地域社会の一員として共生や共感
に目を向ける機会となった 0
e.  住民が国際支援や国際協力を考えるきっ
かけとなった 3
f. その他 0
　外国の都市からの支援は、「住民にとって大き
な励ましとなった」（12 件）ことは贅言を要しな
いであろう。当然、義援金・寄付金や物資は「住
民の生活の助けになり」（11 件）、「相手の都市と
の関係を深める」（9件）のに役立った。被害が
あまりにも大きかった宮城県の自治体において
は、震災から 7カ月後のアンケート調査時点にお
いて、「国際支援や国際協力を考えたり」（3件）、
「共生や共感に目を向ける」（0件）精神的な余裕
がなかったかもしれない。岩手県の自治体におい
ては、前者は 7件、後者は 3件回答があった。
4． 事例紹介（プリマス町の七ヶ浜町への支援）
　「震災時における国際交流の意義（1）」（佐藤他：
2013）において、筆者は佂石市とフランスのディー
ニュ・レ・バン市との姉妹都市交流を取り上げ、
休止状態だった交流が震災を機に復活した例を示
した。本論では、20 年以上にわたり活発な交流
活動が持続していた七ヶ浜町とアメリカのプリマ
ス町との事例を紹介する。
4.1 プリマス（Plymouth）町の概要
　アメリカのプリマス町と言っても、多くの日本
人には馴染みがないと思うので、最初に町の概要
を示す。マサチューセッツ州の州都であるボスト
ンの南東約 64 km に位置するプリマス町は、プ
リマス湾に面した港町である。州の自治体の中で
最大の面積を誇り、2010 年の国勢調査による人
口は 56,468 人であり、州内で 2番目に大きな町
である。開発用に約8,000万㎡の土地があるので、
2020 年には人口が 80,000 人に近づくと予想され
ている6）。ブロックトン市（Brockton）とともに
プリマス町には、プリマス郡庁が置かれており、
プリマス郡の行政の中心でもある。
　プリマス町の主産業は観光であり、年間 100 万
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人以上の観光客7）を受け入れている。「アメリカ
のホームタウン（America’s Hometown）」と呼
ばれるプリマス町は、ピルグリム・ファーザー
ズ（The Pilgrim Fathers）が 1620 年にメイフラ
ワー号から下船し、入植した場所として有名で
ある。1620 年と刻まれたプリマスロック、メイ
フラワー号を復元したメイフラワー 2世号（The 
Mayﬂ ower Ⅱ）、17 世紀の生活を忠実に再現し
たプリマスプランテーション（Plimoth Planta-
tion）、現存するアメリカ最古の博物館であるピル
グリム・ホール博物館（Pilgrim Hall Museum）
など、町全体が歴史的博物館の様相を呈している。
4.2 交流の歴史
　プリマス町と七ヶ浜町の邂逅と姉妹都市締結に
至るまでの流れを、七ヶ浜町のホームページから
引用する（七ヶ浜町、2012）。
　七ヶ浜町では開村 100 周年と明治に開設された
高山外国人避暑地「高山国際村」の開村 100 周年
を記念して、地勢、産業、人口が類似しているプ
リマス（アメリカ・マサチューセッツ州）を姉妹
都市締結の候補地と選び、1989 年に調査団を派
遣しました。
　翌年 8月には高校生 10 名と赤間町長がプリマ
スを親善訪問し、約 1週間のホームステイを体験
しました。プリマスの人たちは親善大使として訪
れた子どもたちにとても感動し、「友好都市」が
結ばれました。そして、わずか 2か月後の 10 月
にはトンプソン議長（首長）を団長とするプリマ
ス親善訪問団が来町し、「姉妹都市締結」の調印
が行われ、町の新たな国際交流の歴史が始まりま
した。
　実質たった 1度の相互訪問後に姉妹都市提携を
結んだが、提携後両町は精力的に交流を推進して
きた。時には 20 名を超す参加者がある中高生の
相互派遣は夏に毎年行われ、さらに高校生の長
期・短期留学も両町において実施されている8）。
その他、10 周年などの節目には町長等を団長とす
る派遣団や産業使節団が相互の町を訪問すること
もあるが、これまでの交流は教育が中心であった。
4.3 震災支援活動
　教育関係者や保護者だけでなくもっと多くの町
民を巻き込んだ、そして姉妹都市交流を町民に
もっと目に見えるものにしようと考えていた矢先
に、東日本大震災が起こり七ヶ浜町は地震と津波
で大打撃を被った。2013 年 3 月 14 日の筆者との
インタビューの席上、プリマス町議会議員は「大
震災は両町の交流のひとつの試金石になった」、
と述べた。
　七ヶ浜町が地震と津波により大きな被害を
受けたという報せが届くや否や、プリマス町
役場、プリマスロータリークラブ、ケーブル
テ レ ビ PACTV9）（Plymouth Area Community 
Television）が協議して、義援金を募るテレソン
（telethon：募金を集めるためのテレビ番組）を企
画した。そしてこの企画を 3月 17 日に公表し、
翌週の 3月 22 日、すなわち震災から 11 日後には
実施に移した。その間ポスターのデザインと印刷、
Tシャツの作製、報道機関への周知、義援金を受
け付ける銀行口座の開設など、町を挙げて準備を
進めていった。
　当日テレソン（午後 6時～午後 9時）の模様は、
ケーブルテレビ（4つのチャンネル）、ラジオ（1
局）、オンライン（2つ）で全世界に生中継され
た。NECN10）、WCVB-Channel 511）、そして日本
のNHKも取材に訪れた。マサチューセッツ州知
事（Gov. Deval Patrick）や州選出の下院議員（Bill 
Keating）からも次々と電話が入り、またプリマ
ス町とバムステーブル町（Bamstable）地区選出
の州議会議員で議長も務める Therese Murray
の募金を呼びかけるビデオテープが、その夜数回
放映された。アメリカ大統領候補となった州選出
の John Kerry からも義援金が寄せられた。著名
な政治家のみならず、多くの町民もカメラの前に
立った。さらに、子ども達の活躍も閑却視できな
い。3・11 の東日本大震災以前に、募金活動とし
てアートショーを開催した子ども達は、総額の半
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分の 250 ドルを携えてスタジオにやって来た。ま
た、ガールスカウトやボーイスカウトの団員も募
金に応じた。七ヶ浜町を訪問したことがある警察
や消防関係者もインタビューに臨み、さらに経済
界も義援金などの面において多大な貢献をした。
匿名で 1万ドルの寄付を申し出た人もいた。高校
で調理コースを専攻している生徒達は、クッキー
やサンドイッチを提供した。
　全世界にテレソンの様子が配信されると、フラ
ンス、イギリス、イスラエル、ジャマイカなどの
外国を始めとして、カリフォルニア州、ネバダ州、
ノースカロライナ州など多くの他の州からも途切
れることなく電話がかかってきた。プリマス町の
もうひとつの姉妹都市である、イギリスのプリマ
ス市からもメールが届いた。
　テレソンの間に、七ヶ浜町の被害の映像が 10
回以上流れ、また、これまでの 20 年に渡る両町
の姉妹都市交流活動も伝えられた。テレソンが
始まる前にすでに 3 万ドルの義援金が集まって
いたが、テレソン終了の 3 時間後には、その額
は 61,096 ドルに上っていた。5 月 17 日のプリ
マス町議会で、この計画を立案した一人である
Matthew J. Muratore 町議会議員は、その額を 9
万 4千ドルと報告している12）。テレソンのテレビ
放映は 3時間だけであったが、その後数ヶ月に渡
りテレビ、新聞、町議会を通して募金活動を継続
した。その結果、最終募金額は10万ドルを超えた。
　テレビやラジオ等の旧来のメディアに加え、サ
イト、フェイスブック、ツイッター等の新しいソー
シャルメディアが、広範な報道を可能にし、イベ
ントの効果を予想以上のものとした。しかし、テ
レソンを成功に導いた最大の要因は、町民の自発
的な協力である。もちろん当初は行政などが音頭
を取ったが、このイベントを短時間のうちに、さ
らに広範囲に盛り上げていったのは町民である。
交流を行っている姉妹都市が災害に直面した時
に、支援の輪を広げていったのは、行政の発想力
と市民の機動力であると言える。
　募金活動を通して七ヶ浜町との姉妹都市交流
は、プリマス町の多くの町民に浸透して行っ
た13）。これまで直接的には姉妹都市交流活動に参
加しなかった人も、募金という形で交流に加わる
ようになり、両町は絆を確固としたものにするこ
とができた。住民が互助の意識を深め、局部的な
活動を脱して全面的な活動状態へと移行して行っ
た。プリマス町はこれまでの教育の分野から、さ
らに交流分野の拡大を図るために、姉妹都市交流
委員会を 2011 年 6 月に発足させた。姉妹都市交
流に行政が加わることにより、フォーマルな一面
が打ち出され、募金活動が容易に進むようになっ
たということである。姉妹都市交流活動に年 1万
5 千ドルの予算化も行われ、町の様々な分野の
人々が交流に参加することが期待される。交流相
手の大災害に直面して、町の英知と町民の結束で
これまでの交流の価値を実証したプリマス町にお
いて、七ヶ浜町との交流の新展開が始まろうとし
ている。3月のインタビューの席で、町議会議員
は、“Shichigahama telethon raised not only 
money but hope and community spirit.”と、誇
らしげに述べた。一方、プリマス町の町民をあげ
ての募金活動を、感謝の念とともに真伨に受け止
めた七ヶ浜町は、「相手の都市との関係が深まり」
（問 14）、「プリマスとの交流を、より一層活発に
し、かつ国際貢献にも力を入れていく」（問15）と、
決意を表明している。
5． おわりに
　最後に、問 10 で交流している外国の都市から
支援があった自治体が11自治体（73.3%）、なかっ
た自治体が 4自治体（26.7%）となっており、問
12 で交流のない外国の都市から支援があった自
治体が 11 自治体（42.3%）で、なかった自治体
が 15 自治体（57.7%）となっていることについ
て考察する。交流している外国の都市から支援が
あった自治体は 7割強である。支援がなかった自
治体はすでに休止状態か、提携後あまり年月が経
過していない比較的新しい事例である。すなわち、
問 9と問 10 で見たように、災害に関して相互扶
助が成立している。これまで災害に関して支援を
行った宮城県の自治体は全て、今回の震災にあた
p127_146_佐藤.indd   142 14/03/22   8:59
－ 143 －
災害時における国際交流の意義（2）
り相手都市から何らかの支援を受けた。交流のな
い自治体からの支援は、「あった」が約 4割、「な
かった」が約 6割であり、支援のなかった自治体
が多い。支援が届いたルートを検討してみると、
「全く知らないところから突然支援があった」と
いう回答が最多で、偶然性に左右される要因が大
きい。今回の震災における更なる支援を期待する
ことはできない。すなわち一過性14）の要素が大
きい。そして、次の災害のときは支援を期待する
ことができないかもしれない。これらを総合的に
考え合わせると、姉妹（友好）都市提携等により
交流をしている自治体の方が、確実に支援を受け
ることができる確率が高いと言える。それは、住
民と住民が真の友好を構築するために、地道な努
力を重ねてきたからこそ、今回の震災においても
交流先から多大なる支援が寄せられたのである。
自治体レベルで、国際交流を通した相互理解と相
互支援の、強固で安定的なネットワークを確立す
る時期にきている。
　以上、本稿においては、2011 年 10 月に宮城県
の自治体を対象に行ったアンケート調査をもと
に、国際交流の意義を考察した。最後に、「自由
記載欄」に共通した思いが散見されるので、その
文章を紹介する。外国からの支援を目の当たりに
し、人々は足元に目を向けるようになった。すな
わち、地元で暮らしている外国人のことを、以前
にもまして思いやるようになった。「現在、本市
で暮らしている外国人が安心して生活できるよう
なサービスの提供をしていきたいと考える」（名
取市）。「…市内在住の外国人にも目を向け、特に
災害時を想定した共助組織を作ることが重要であ
ると考えております」（白石市）。「地域に暮らす
外国人住民が（災害時においても）日本人と同じ
ように生活が可能な多文化共生（を目指す）」（栗
原市）。2006 年 3 月 27 日付で総務省が、各都道
府県並びに指定都市に「地域における多文化共生
推進プラン」を通知した後、都道府県のみならず
各自治体は、多文化共生の推進に関る独自の指針
や計画を策定し、その努力を怠りなく続けてきた
が、今回の震災にあたりその意識を新たにし、さ
らなる行動へと繋がる模索が始まろうとしている。
　また、人々はその目を未来にも向けるように
なった。外国からの支援の事実を青少年にもきち
んと語り伝え、将来世界に目を向ける青少年の育
成に努めようとしている。「このたびの東日本大
震災では世界中から温かい支援をいただき、人と
人のつながり・絆を肌で感じることができたこと
から、具体的な事業内容は未定であるが、次世代
を担う青少年を対象に、国際的な感覚を育む事業
を展開したいと考える」（石巻市）。「異文化を理
解し、相互の違いを認めながら共生できる次世代
の国際交流の担い手育成を目指す青少年交流（を
考える）」（栗原市）。「この度の震災に心温まる励
ましのメッセージを姉妹都市の皆様から頂いたこ
とは、これからの世代にも伝えていく必要性を感
じています。遠く離れた国へ思いをよせていく心
を民間交流を通じて育っていってほしいと思って
います。今後も、中高生に海外交流を通じ、世界
の中の日本を見る目を養ってもらいたいと思い、
交流事業は、その大切な役割であると感じていま
す」（大崎市）。グローバル化がいっそう進む世界
に生きる青少年に、国際社会で活躍するための精
神の柔軟さと強靭さ、文化理解の複眼的な視点な
ど「国際的な感覚」を身に付けてほしいという願
いのもと、国際交流プログラムはこれまでとは、
一味も二味も違った内容が盛り込まれていくであ
ろう。
【附記】
　アンケート調査項目の原案を佐藤が作成し、そ
れについて岩手県国際交流協会の稲田収、宮順子、
大山美和と討論を重ね、最終的に佐藤が確定稿を
作成した。
【謝辞】
　アンケートの回収にあたり、宮城県国際化協
会、特に大村昌枝氏にお世話になった。また、プ
リマス町でのインタビューや資料収集において
は、Dr. Gary E. Maestas（教育長）、Mathew J. 
Muratore （町議会議員）、Margie C. Burgess（教
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育委員会委員）、G. Edward Bradley（消防署長）、 
Michael Botieri（警察署長）、Paul Cripps （デス
テネーション・プリマスのディレクター）に、多
大な支援と協力をいただいた。ここに記して、感
謝の意を表す。
【注】
1 ） 多文化共生社会の動きが盛んな現在、それに関しては
宮城県にも報告書などがある。一例を挙げると、「平
成 21 年度宮城県外国人県民アンケート調査結果報告
書」（宮城県：2010）。
2） 「市町村別の外国人登録者数」（宮城県経済商工観光
部：2007）。
3） 1899 年～1941 年の間に、7,805 名の県民がブラジル
に移住した。（国際協力事業団　1994：128-133）。
4） 1980 年に姉妹（友好）都市提携を行った自治体のひ
とつは利府町である。提携先は仏領ニューカレドニア
のリフー島である。利府町のホームページによると、
「姉妹都市締結後の当初は、双方において盛んに交流
活動が行われましたが、日本の裏側という距離的な問
題や日常語がフランス語であること、また、独立運動
が起き、政情不安定な時期も重なるなどの事情で、交
流は疎遠になりつつあります」。疎遠状態である証拠
に、1998 年で交流は休止している。交流の現状に関
する筆者の質問（2013 年 5 月 30 日付のメール）への
利府町企画課からの回答（2013 年 5 月 31 日付のメー
ル）は、次の通りである。「昭和 55 年（1980 年）9月
に姉妹都市の調印締結を行い、当時は活発な交流、活
動が行われていましたが、現在、町では東日本大震災
の復興に全精力を傾注しており、厳しい財政状況にあ
る中、積極的な交流は難しいと考えています」。
5） 毛受は、姉妹（友好）都市交流の推移を 4期に分けて
いる。すなわち、「開始期」、「成長発展期」、「停滞期」、
「衰退期」である。「成長発展期」は、「姉妹都市締結
から数年が経過し、交流事業も次第に定着し、市民の
間でも姉妹都市についての一定の認識が深まる時期で
ある」（毛受　2003：54）。
6） プリマス町商工会議所ホームページより。
7） 50％弱が、マサチューセッツ州外と海外からである。
プリマス町内の博物館を訪問した海外からの観光客の
統計（2011 年）を見ると、イギリス、ドイツ、カナ
ダ、フランスと並び、日本は第 5番目に位置する。グ
ループ旅行が主であるが、プリマス町にとって日本
人は馴染みがあり、さらに大切なお客様である（統
計は、Plymouth County Development Council and 
Destination Plymouth の executive director で あ る
Paul Cripps氏の2013年5月13日付のメールによる）。
8） プリマス学区はマサチューセッツ内でも最大の規模を
誇り、幼稚園から高等学校まで 14 の学校に 8,000 人
の生徒が通学している。
9） PACTVは 1997 年に設立された、非営利のテレビ放
送局である。マサチューセッツ州の南部沿岸沿いに
位 置 す る 4 町（Duxbury、Kingston、Pembroke、
Plymouth）をカバーする。6 チャンネルを有し、
35,000 軒に電波を送っている。
10） New England Cable News は、24 時間放送のニュー
スネットワークである。ニューイングランドの 6州を
カバーし、360 万の加入者がいる。
11） ボストンに放送局があるテレビ局である。3大ネット
ワークの一つであるABCと提携している。カナダで
も見ることができる。
12） 2011 年 5 月 17 日プリマス町議会議事録 。
13） 2013 年 3 月に筆者が、プリマス町のホテル、博物館、
商工会議所、お土産屋、レストラン等で、七ヶ浜町の
ことを尋ねた際、全員が「知っている」と回答したの
で、周知度は比較的高い。
14） 佐藤他（2013）が事例として紹介したディーニュ・レ・
バン市の佂石市への支援であるが、市民の募金活動に
よって集めた 7,000 ユーロを震災直後に佂石市に送っ
た。その後支援は続いており、2013 年 5 月に第一副
市長ら 4名が佂石市を訪問し、犠牲者に黙祷と献花を
行った。また、復旧状況を視察した。
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【参考資料】
東日本大震災における人的被害・住家被害状況一覧
市町村
人的被害 住家被害
死者 行方不明者 全壊 半壊 一部損壊
人 人 棟 棟 棟
仙台市 704 26 23,166 59,394 91,741
石巻市 3,173 717 20,005 4,014 9,297
塩伽市 20 1 682 2,784 3,973
気仙沼市 1,023 383 8,536 2,405 3,488
白石市 1 0 39 494 1,915
名取市 911 71 2,803 949 8,739
角田市 0 0 13 138 796
多賀城市 188 1 1,687 3,255 5,269
岩沼市 182 1 723 1,582 2,631
登米市 0 4 186 1,104 2,874
栗原市 0 0 55 300 4,584
東松島市 1,044 94 5,432 5,471 3,607
大崎市 5 0 553 2,091 8,119
蔵王町 0 0 13 112 1,023
七ヶ宿町 0 0 0 0 0
大河原町 0 0 9 132 1,183
村田町 0 0 9 111 596
柴田町 2 0 13 163 1,152
川崎町 0 0 0 14 300
丸森町 0 0 1 29 491
亘理町 257 13 2,483 1,074 2,116
山元町 671 19 2,208 1,059 1,106
松島町 2 0 215 1,422 1,259
七ヶ浜町 70 5 729 460 1,067
利府町 46 0 48 589 2,700
大和町 0 0 41 202 1,693
大郷町 1 0 46 163 689
富谷町 0 0 17 554 4,717
大衡村 0 1 0 9 764
色麻町 0 0 0 14 183
加美町 0 0 8 25 596
涌谷町 1 2 130 591 740
美里町 0 1 128 547 2,848
女川町 571 410 2,939 323 655
南三陸町 558 343 3,148 151 1,180
計 9,430 2,092 76,065 91,725 174,091
※上記には、4月 7日・7月 25 日・7月 31 日・8月 19 日の余震の被害を含んでいます。
注：この表は宮城県危機対策課が提供している「東日本大震災の地震被害等状況及び避難状況について」をもと
に筆者が作成している。
（http：//www.pref.miyagi.jp/kikitaisaku/higashinihondaisinsai/higaizyoukyou9.htm.2012.07.30）
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The Signiﬁ cance of International Relationships Following 
a Disaster and Subsequent Reconstruction: A Case Study of 
Local Governments in Miyagi Prefecture
Tomoko SATO
Abstract      This article focuses on the signiﬁ cance of international relationships following a disaster and 
subsequent reconstruction. Surveys were conducted on local governments in Miyagi Prefecture 
seven months after the Great East Japan Earthquake and the resulting tsunami. The results 
indicate that many of the cities which have international relationships with foreign cities have 
received donations, consolations and prayers from them. The results also signify that mutual 
assistance has been established between the two cities, because all of the cities that sent contri-
butions to their foreign sister cities when their counterparts were faced with disasters, such as 
inundation and hurricanes, have in return received support and services from them. The article 
showcases the sister-city relationship between Shichigahama and Plymouth, Massachusetts. The 
citizens of Plymouth town raised not only funds but also hope and community spirits through 
a telethon to help Shichigahama when their sister city was dramatically aﬀ ected by natural 
calamities causing devastation and loss of life.
Key words      The Great East Japan Earthquake, international relationship, relief eﬀ orts, local governments 
in Miyagi Prefecture, Plymouth
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